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経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとに
　　チャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）
　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より内側にあるほど、歳出抑制等により財政
　　構造に弾力性があることを示している。
　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類
　　した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
人件費
　経常収支比率に占める人件費の割合としては類似団体を0.2ポイントしか上回っていないが、人口千人あたりの決算額で
類似団体と比較すると、職員給が約1.1倍、一部事務組合の人件費に充てる負担金が3倍弱となっているほか、職員数では
0.82人増（本市9.02人、類似団体8.20人）となっている。職員給については、平成18年9月策定の「集中改革プラン」により、
平成28年4月1日には、職員数を市民1,000人に対し7人の割合とする考え方で、新規採用者数を定年退職者の五分の一と
することとしているが、一部事務組合の人件費に充てる負担金も含めた人件費関係経費全体に係る削減が必要である。

物件費
　類似団体と比較すると4.3ポイント下回っており、これまで続けてきた事務事業見直し等の経費削減策の成果と考える。今
後も引き続き削減に努める。

扶助費
　類似団体を上回っているが、高齢化の進行による老人福祉費、地域経済の低迷による雇用の減少等による生活保護費
が要因であり、これらの原因は短期間での改善が非常に困難であることから、今後も増加傾向をたどるものと思われる。

補助費等
　類似団体を大きく上回っている要因は一部事務組合に対する負担金である。今後組合で行う事務の見直しや構成市町村
の負担額等事務組合のあり方全体の検討を提案していく必要があると考える。

その他
　類似団体を上回っている要因は、介護保険事業、老人保健医療に係る特別会計への繰出金であるが、高齢化社会の進
行により指標の改善は厳しいものと思われる。

　



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 5,057,190 79,895 77,107 3.6
賃金（物件費） 474,206 7,492 3,450 117.2
一部事務組合負担金（補助費等） 1,188,324 18,773 6,449 191.1
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 707 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - 3 -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 212,443 3,356 2,833 18.5
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 39,335 621 1,730 ▲ 64.1
▲退職金 ▲ 523,423 ▲ 8,269 ▲ 8,460 ▲ 2.3
合計 6,448,075 101,869 83,819 21.5

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 9.02 8.20 0.82
ラスパイレス指数 95.5 97.3 ▲ 1.8

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。）

3,015,801 47,644 46,879 1.6

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等

- - 19 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 604,833 9,555 12,453 ▲ 23.3
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

575,113 9,086 4,468 103.4

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

97,107 1,534 1,748 ▲ 12.2

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

- - 21 -

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 1,939,951 ▲ 30,648 ▲ 34,112 ▲ 10.2

合計 2,352,903 37,172 31,475 18.1

当該団体決算額
（千円）

当該団体決算額
（千円）
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※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

4,077,992 76,290 61.7 75,539 ▲ 5.9 67.6

うち単独分 1,907,390 35,683 7.1 42,119 ▲ 12.8 19.9

4,406,776 82,904 8.7 70,792 ▲ 6.3 15.0

うち単独分 1,851,248 34,827 ▲ 2.4 40,777 ▲ 3.2 0.8

1,850,189 35,047 ▲ 57.7 50,864 ▲ 28.2 ▲ 29.5

うち単独分 1,093,479 20,713 ▲ 40.5 30,101 ▲ 26.2 ▲ 14.3

3,367,746 52,633 50.2 59,039 16.1 34.1

うち単独分 1,458,803 22,799 10.1 34,986 16.2 ▲ 6.1

1,598,816 25,259 ▲ 52.0 52,453 ▲ 11.2 ▲ 40.8

うち単独分 901,935 14,249 ▲ 37.5 30,509 ▲ 12.8 ▲ 24.7

過去５年間平均 3,060,304 54,427 2.2 61,737 ▲ 7.1 9.3

うち単独分 1,442,571 25,654 ▲ 12.6 35,698 ▲ 7.8 ▲ 4.8
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